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決
算
の
あ
ら
ま
し

平
成
18
年
度
清
瀬
市
一
般
会
計
の
決
算
は
、
歳
入
決
算
額
229
億
４

千
970
万
４
千
649
円
、
歳
出
決
算
額
217
億
８
千
379
万
６
千
302
円
で
、
決

算
残
額
11
億
６
千
590
万
８
千
347
円
の
う
ち
、
繰
越
明
許
費
繰
越
額
630

万
円
を
除
く
、
11
億
５
千
960
万
８
千
347
円
が
翌
年
度
へ
の
実
質
繰
越

額
と
な
り
、
昨
年
度
に
比
べ
４
億
６
千
576
万
５
千
407
円
の
増
額
と

な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
実
質
収
支
額
の
割
合
で
あ
る
実

質
収
支
比
率
に
つ
い
て
は
９
・
０
％
と
な
っ
て
お
り
、
前
年
度
よ
り
、

３
・
４
ポ
イ
ン
ト
上
回
っ
て
い
ま
す
。

歳
入
の
決
算
額
は
、
予
算
額
に
対
し
３
千
769
万
649
円
の
増
額
と
な

り
、
予
算
に
対
す
る
収
入
率
は
、
100
・
２
％
と
、
前
年
度
よ
り
１
ポ

イ
ン
ト
上
回
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
歳
出
の
決
算
額
は
、
予
算
額
に

対
し
て
95
・
１
％
の
支
出
率
と
な
り
、
前
年
度
よ
り
１
・
１
ポ
イ
ン

ト
下
回
っ
て
い
ま
す
。

    

平
成
18
年
度
の   

           

平成１９年
第４回定例会

              

決
算
を
認
定

平
成
19
年
清
瀬
市
議
会
第
４
回
定
例
会
は
、
12
月
５
日
（
水
）
か
ら
21
日
（
金
）
ま
で
の
17
日

間
の
会
期
で
開
き
ま
し
た
。

今
定
例
会
で
は
、
平
成
18
年
度
清
瀬
市
一
般
会
計
決
算
及
び
国
民
健
康
保
険
事
業
、
老
人
保
健

医
療
、
下
水
道
事
業
、
駐
車
場
事
業
、
介
護
保
険
、
受
託
水
道
事
業
の
各
特
別
会
計
決
算
に
関
す

る
議
案
の
他
、
市
長
提
出
議
案
20
件
、
議
員
提
出
議
案
６
件
、
報
告
１
件
、
請
願
・
陳
情
６
件
を

審
議
し
ま
し
た
。
詳
細
に
つ
い
て
は
、６
面
に
提
出
さ
れ
た
議
案
等
の
結
果
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。

な
お
、
平
成
18
年
度
清
瀬
市
一
般
会
計
決
算
及
び
各
特
別
会
計
決
算
に
関
す
る
議
案
は
、
11
月

に
開
催
し
た
決
算
特
別
委
員
会
及
び
所
管
の
常
任
委
員
会
に
お
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
審
査
が
終
わ
っ

て
い
る
こ
と
か
ら
第
４
回
定
例
会
の
初
日
に
、
各
委
員
長
の
審
査
報
告
を
受
け
、
採
決
を
行
っ
た

結
果
、
平
成
18
年
度
決
算
は
い
ず
れ
も
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

一
般
会
計
決
算
討
論
要
旨

平

成

18
年
度

款 別 決 算 額 比 較 表 (図表）

(単位：円）

一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
内
訳

○歳 出

歳出

総務費

教育費

公債費

土木費

衛生費

9,776,445,337

3,662,613,283

2,260,028,562

1,918,039,330

995,293,083

1,686,733,014

44.9%

16.8%

10.4%

8.8%

4.6%

7.7%

5.6%

21,783,796,302円歳出決算額

民生費

その他
1,222,063,560

議会費
262,580,133
1.2%

701,127,000
3.1%

地方消費税交付金

3,182,934,000
13.9%

地方交付税3,010,540,808
13.1%

国庫支出金

2,895,877,947
12.6%

都支出金

1,136,800,000
5.0%

市債 3,427,284,265
14.8%

その他

8,595,140,629
37.5%

市 税

歳入

○歳 入

22,949,704,649円歳入決算額

雪の日の清瀬市児童センター

反
対
討
論

日
本
共
産
党

賛
成
討
論

清
瀬
自
民
ク
ラ
ブ

賛
成
討
論

風

賛
成
討
論

公
明
党

06
年
度
は
、
自
公
政
治
に
よ
る
増
税

と
負
担
増
が
相
次
ぎ
、
社
会
保
障
制
度

の
改
悪
も
重
な
っ
て
、
貧
困
と
格
差
が

広
が
る
厳
し
い
年
に
な
り
ま
し
た
。

市
民
の
福
祉
増
進
を
図
る
自
治
体
の

役
割
が
い
っ
そ
う
求
め
ら
れ
る
中
、
乳

幼
児
医
療
費
助
成
や
つ
ど
い
の
広
場
の

拡
充
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
運
行
な
ど

前
進
し
た
施
策
が
あ
り
ま
し
た
。

一
方
私
達
は
、
増
税
な
ど
の
影
響
が

深
刻
な
低
所
得
者
に
対
す
る
非
課
税
枠

を
広
げ
る
こ
と
や
介
護
保
険
料
・
国
保

税
の
減
免
な
ど
を
求
め
ま
し
た
が
、
市

長
は
財
政
的
理
由
や
他
市
で
の
取
り
組

み
が
少
な
い
な
ど
を
理
由
に
検
討
も
し

て
き
ま
せ
ん
で
し
た
。
低
所
得
者
や
高

齢
者
、
障
が
い
者
な
ど
へ
の
支
援
策
は

決
定
的
に
不
足
し
て
お
り
、
ま
た
清
瀬

小
児
病
院
の
廃
止
を
容
認
す
る
姿
勢
で

あ
る
こ
と
か
ら
、
決
算
に
反
対
し
ま
す

平
成
18
年
度
決
算
は
、
第
３
次
行
財

政
改
革
実
施
計
画
の
最
終
年
で
し
た
。

税
源
移
譲
に
よ
る
自
由
に
使
え
る
財

源
を
ど
う
効
率
的
に
活
用
し
て
い
く
か

そ
の
力
量
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
し
た
。

そ
う
し
た
中
、
事
務
事
業
の
見
直
し

や
職
員
定
数
の
削
減
等
の
改
革
を
進

め
、
経
常
収
支
比
率
等
の
各
指
数
も
計

画
目
標
を
上
回
り
危
機
的
な
状
況
を
回

避
。
こ
の
行
革
が
な
け
れ
ば
市
財
政
は

夕
張
市
と
同
じ
運
命
に
至
っ
た
に
違
い

あ
り
ま
せ
ん
。「
き
よ
バ
ス
」
の
運
行
、

男
女
平
等
推
進
条
例
の
制
定
、
子
ど
も

発
達
支
援
、
つ
ど
い
の
広
場
の
実
施
等

市
民
の
要
望
に
応
え
て
い
ま
す
。
改
め

て
、
市
長
の
強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と

政
策
立
案
の
実
行
力
に
敬
意
を
表
し
ま

す
。
今
後
も
市
民
の
幸
せ
を
願
い
、
効

率
的
な
財
政
運
営
を
お
願
い
申
し
上
げ

ま
し
て
、
賛
成
討
論
と
い
た
し
ま
す
。

平
成
18
年
度
は
、
第
３
次
行
財
政
改

革
の
最
終
年
度
と
な
り
、
実
施
計
画
の

目
標
達
成
、
歳
出
全
般
に
お
け
る
徹
底

し
た
見
直
し
を
行
い
、
行
政
課
題
へ
の

積
極
的
な
取
り
組
み
を
行
い
、
市
民
と

の
協
働
よ
る
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
、
財

源
配
分
の
重
点
化
、
効
率
化
を
進
め
て

き
た
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。歳
入
で
は
、

税
制
改
正
や
三
位
一
体
の
改
革
を
大
き

く
受
け
た
中
、
歳
出
の
削
減
に
も
努
め

経
常
収
支
比
率
、
公
債
比
率
と
も
に
改

善
し
た
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。
そ
う
し

た
中
で
「
き
よ
バ
ス
の
運
行
」「
市
報

き
よ
せ
の
全
戸
配
布
」、
子
育
て
を
支

援
す
る
「
つ
ど
い
の
広
場
事
業
」「
市

民
検
診
の
拡
充
」「
小
中
学
校
へ
の
防

犯
カ
メ
ラ
の
設
置
」
等
々
、
数
多
く
の

市
民
要
望
に
応
え
た
内
容
で
あ
り
、
賛

成
す
べ
き
も
の
と
し
討
論
と
し
ま
す
。

企
業
業
績
が
好
調
と
言
わ
れ
な
が

ら
、市
民
生
活
で
は
実
感
が
薄
く
、様
々

な
格
差
の
広
が
り
が
止
ま
り
ま
せ
ん
。

介
護
保
険
、
医
療
保
険
の
改
正
や
老

年
者
控
除
の
廃
止
、
定
率
減
税
の
削
減

が
行
わ
れ
、
特
に
高
齢
者
に
負
担
が
増

え
福
祉
政
策
や
市
民
生
活
へ
の
影
響
が

大
き
い
年
度
で
し
た
。
負
担
増
と
な
っ

た
高
齢
者
や
障
害
者
へ
の
激
変
緩
和
措

置
を
独
自
に
行
わ
な
か
っ
た
こ
と
は
残

念
で
す
が
、ジ
ェ
ン
ダ
ー
フ
リ
ー
・
バ
ッ

シ
ン
グ
が
再
燃
す
る
中
「
男
女
平
等
推

進
条
例
」
を
制
定
し
た
こ
と
は
高
く
評

価
し
ま
す
。
介
護
予
防
や
子
育
て
支
援

等
は
市
民
と
の
協
働
が
不
可
欠
で
す
。

職
員
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能
を
強

化
し
、協
働
を
進
め
て
い
く
べ
き
で
す
。

財
源
を
必
要
と
す
る
事
業
が
控
え
て

い
ま
す
。
分
か
り
や
す
く
行
政
コ
ス
ト

を
公
開
す
る
こ
と
を
求
め
ま
す
。

。

、




